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①日本臨床救急医学会

「人生の最終段階にある傷
病者の意思に沿った救急現
場での心肺蘇生等のあり方
に関する提言」

＜平成29年３月末に公表＞

②消防庁科学研究

「地域包括ｹｱｼｽﾃﾑにおける高
齢者救急搬送の適正化及び
DNAR対応に関する研究」
（研究代表者伊藤重彦）



消防庁 検討部会 委員名簿



心肺蘇生を望まない傷病者への
救急隊の対応に関する実態調査

・実施者 消防庁

・調査対象：728 消防本部

47 都道府県ＭＣ協議会

251 地域ＭＣ協議会

・調査方法：電子ファイル送付によるアンケート

・調査期間：平成 30 年７月 17 日～８月 14 日

（基準日:平成 30 年７月１日）

・回収率：100％



＜実態調査 結果①＞

対応方針の策定の有無

45.6%

54.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

対応方針の策定の有無

心肺機能停止状態である傷病者の家族等から、傷病者本人が心肺蘇生を拒否す
る意思表示をしていたことを伝えられた場合の対応方針の策定の有無

全728本部

定めていない
(n=396)

定めている
(n=332)



＜実態調査 結果②＞

対応方針の内容

心肺機能停止状態である傷病者の家族等から、傷病者本人が心肺蘇生を拒否す
る意思表示をしていたことを伝えられた場合の対応方針の有無

9.3%

60.5%

30.1%

対応方針を定めている332本部

一定の条件の下に、心肺蘇生を実
施しない、中断することができる

(n=100)

心肺蘇生を実施し医療機関に搬送
(n=201)

その他
(n=31)



＜実態調査 結果③＞

心肺蘇生をし、医療機関に搬送すると回答した理由

心肺蘇生を実施し医療機関に搬送 (n=201)

13.4%

77.6%

88.6%

94.5%

 法令上、心肺蘇生の不実施
や、中止はできないと考えら
れるから(n=178)

 救急現場で傷病者本人の意思
の確認を確実に行うことは難
しいから(n=156)

 その他(n=27)

 応急処置を行いながら医療機
関に傷病者を搬送すること
が、救急隊の責務だから
(n=190)

（複数回答）



＜実態調査 結果④＞

事案の経験の現状

0.4%

29.3%

15.0%

55.4%

 平成29年中も、それ以前にも
事案はなかった。(n=109)

 平成29年中に事案がなかった
が、以前には事案があった。
(n=213)

 無回答(n=3)

 平成29年中に事案があった。
(n=403)

全728本部



＜実態調査 結果⑤＞

事案の集計の有無

0.3%

94.0%

5.8%

 集計していない
(n=684)

 無回答
(n=2)

 集計している
(n=42)

全728本部



＜実態調査 結果⑥＞

拒否する意思を誰から伝えられたか

11.4%

54.1%

64.3%

4.7%

68.0%

（複数回答）

 家族以外の近親者 (n=19)

 介護施設等の職員 (n=259)

 家族(n=274)

平成29年中に事案があった403本部

 医師(n=218)

 その他(n=46)



＜実態調査 結果⑦＞

傷病者に接触した場所

6.2%

77.4%

77.4%

（複数回答）

 介護施設等(n=312)

 その他(n=25)

 住宅(n=312)

平成29年中に事案があった403本部



＜実態調査 結果⑧＞

拒否する意思が伝えられた方法

11.9%

51.4%

52.9%

4.0%

65.0%

10.9%

29.5%

（複数回答）

 医師の指示書(n=44)

 家族の証言(n=262)

 本人の意思を示した書面(n=119)

平成29年中に事案があった403本部

 家族以外の近親者の証言(n=16)

 介護施設職員等の証言(n=213)

 医師の口頭での指示(n=207)

 その他(n=48)



＜実態調査 結果⑨＞

救急車を要請した理由

①気が動転し、どうしたらよいか分からない

②家族間の情報共有不足や意見の不一致

③医療機関等への搬送のため

④施設等の情報共有不足

⑤施設等のルール等により

⑥施設等でルールがないため

⑦医師等の指示・死亡診断、死亡確認のため

⑧通報時、心肺停止ではなかった

⑨心肺停止の判断がつかなかった

⑩警察から、又は警察の指示による救急要請



消防本部の対応例 ＜広島市消防局＞

 平成 15 年４月、県ＭＣ協議会がﾌﾟﾛﾄｺｰﾙを承認

→ 15年間以上にわたり同ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙで活動
※これまでに抗議を受けた事例はない

• 蘇生術がふさわしくない背景があって（悪性腫
瘍の末期など）、家族が蘇生術の施行を望まな
い場合も、ﾌﾟﾛﾄｺｰﾙ通りのCPRを開始する。

• 並行して主治医と連絡を取るように努め、患者
のリビングウィル等により主治医から「CPRを
行わない」旨の指示が取得されたならば、CPR
を中止する。



消防本部の対応例 ＜広島市消防局＞
（平成27年４月~平成28年12月末までの21ヶ月）

救命処置を希望しない意思を示した事例

36 例

搬送

22例
不搬送

14例
医師の指示 件数

主治医
蘇生中止 １４

蘇生継続 ４

その他医師 蘇生継続 ３

主治医不明 蘇生継続 １

主治医の指示 件数

蘇生を中止し
現場待機

１０

医師到着まで
蘇生を継続

４

※全例、口頭での意思表示



消防本部の対応例 ＜埼玉西部消防局＞

 平成18年より、地域ＭＣ
協議会の承認の下に蘇生
を中止する基準を策定

 平成29年12月より、日本
臨床救急医学会の提言を
元にした「DNARﾌﾟﾛﾄｺｰ
ﾙ」等を定め運用を開始

※医師の指示書が書面提示され
なかった場合、「救急救命処置
（心肺蘇生）についての説明と
同意書」を使用する。



消防本部の対応例 ＜埼玉西部消防局＞
（平成29年12月~平成30年５月末までの６ヶ月）

救命処置を希望しない意思を示した事例

11例

搬送

９例

不搬送

２例
医師の指示 件数

主治医
蘇生中止 ４

蘇生継続 ５

主治医の指示 件数

蘇生を中止し
現場待機

２

→ 想定訓練の実施（MC医の同席）
事後検証を実施（MC医が全例）
※これまでに大きな問題の提起なし

（全例、主治医に連絡あり）



① 「応急処置は救急隊の責務であり、心肺蘇生を
中止できない」、あるいは「法令上、心肺蘇生
の不実施や、中止はできない」わけではないこ
とは明確に

② 標準的な対応を一律に示すのはまだ困難な状況

• “心肺蘇生を継続する対応”と“中止する対応”の双方
が現に実施されており、双方ともに一定程度住民に
受け入れられている状況

• 事案の記録・集積が十分でなく、実態が必ずしも明
らかでない

検討部会での議論
（一委員としての状況認識）



③当面は地域の取組、検証を通じた知見の集積が優先

④どちらの対応を取るにしても丁寧な対応が必要

• MC協議会等における地域の方針の決定
• 在宅医療や高齢者施設関係者との事前調整
• 単にかかりつけ医等に連絡を取るだけでなく、ときにオ

ンラインMC医との相談を交えた状況に応じた活動
• 事前訓練と事後検証を実施

⑤ 必要のない救急要請を避けることが重要であり、
「ACP：アドバンス・ケア・プランニング」（人生
会議）の取り組みの推進が必須

検討部会での議論
（一委員としての状況認識）


